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Ⅰ　

概 

要

　

世
界
で
は
、
漁
業
資
源
環
境
の
悪
化
が
進
ん
で
い
る
が
、
主
要
な

漁
業
国
で
は
従
来
の
漁
業
の
制
度
を
根
本
か
ら
見
直
し
、
資
源
の
回

復
を
図
り
、
漁
業
を
経
済
的
に
も
強
い
産
業
に
変
質
さ
せ
た
。
そ
れ

は
従
前
の
漁
獲
の
努
力
量
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
手
法
だ
け
で
は
効

果
が
な
い
と
判
明
し
た
こ
と
か
ら
、
資
源
を
客
観
的
に
評
価
し
、
数

量
目
標
を
定
め
、
そ
の
範
囲
内
で
漁
獲
を
許
容
す
る
方
法
を
導
入
し

た
こ
と
で
あ
る
。
漁
獲
す
る
者
の
利
益
を
増
大
す
る
手
法
と
し
て
、

個
別
漁
獲
割
当
制
度
（
Ｉ
Ｑ
：Individual Q

uota

）
や
譲
渡
性
個
別
漁

獲
割
当
制
度
（
Ｉ
Ｔ
Ｑ
：Individual T

ransferable Q
uota

）
を
導
入
し

た
こ
と
で
あ
る
。

　

日
本
で
は
、
小
規
模
な
沿
岸
漁
業
者
が
多
く
か
つ
補
助
金
が
投
入

さ
れ
、
漁
業
者
と
行
政
の
保
守
性
の
た
め
導
入
が
遅
れ
て
い
る
が
、

「
魚
食
を
守
る
高
木
委
員
会
」「
内
閣
府
規
制
改
革
会
議
」「
内
閣
府
行

政
刷
新
会
議
」
と
新
潟
県
の
取
り
組
み
を
き
っ
か
け
と
し
て
、

新
潟
県
佐
渡
島
で
日
本
初
の
本
格
的「
個
別
漁
獲
割
当
制
度
」を
導
入

︱
水
産
業
再
生
へ
の
先
駆
的
取
り
組
み
︱

二
〇
一
四
年
三
月
か
ら
七
月
ま
で
国
政
レ
ベ
ル
で
も
検
討
が
行
わ
れ
、

Ｉ
Ｑ
の
試
験
的
な
実
施
に
よ
う
や
く
動
き
出
し
た
。

　

こ
う
し
た
中
、
新
潟
県
で
漁
業
の
再
建
を
目
指
し
て
Ｉ
Ｑ
が
導
入

さ
れ
、
実
行
に
移
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
日
本
で
は
唯
一
の
本
格

的
な
制
度
設
計
に
基
づ
く
例
と
し
て
、
佐
渡
島
で
行
わ
れ
て
い
る
。

江
戸
時
代
に
は
北
前
船
の
寄
港
地
や
金
山
と
し
て
繁
栄
し
た
佐
渡
島

だ
が
、
経
済
的
な
衰
退
が
進
ん
で
い
る
。

　

佐
渡
島
を
含
む
離
島
に
と
っ
て
水
産
業
は
主
要
産
業
で
あ
る
。
こ

の
Ｉ
Ｑ
導
入
の
動
向
と
成
否
は
、
他
の
離
島
に
と
っ
て
も
先
駆
的
な

事
例
と
し
て
適
用
・
活
用
の
可
能
性
が
あ
り
、
注
目
に
値
す
る
。

Ⅱ　

世
界
と
日
本
の
漁
業
の
動
向

１
．
世
界
の
動
向

　

世
界
の
漁
業
は
、
一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
過
剰
な
漁
獲
が
顕
著

と
な
り
、
漁
業
生
産
量
（
養
殖
業
生
産
を
除
く
）
は
九
〇
〇
〇
万
ト
ン

台
で
、
横
ば
い
な
い
し
減
少
傾
向
で
あ
る
（
図
１
）。
一
方
、
世
界
の

ア
ジ
ア
成
長
研
究
所
客
員
主
席
研
究
員
／
新
潟
県
新
資
源
管
理
総
合
評
価
委
員
長　

小
松 

正
之
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２
．
日
本
の
動
向

　

日
本
で
も
同
様
に
、資
源
環
境
が
悪
化
し
て
漁
業
が
衰
退
し
て
お
り
、

東
日
本
大
震
災
後
も
漁
獲
量
の
減
少
は
止
ま
ら
な
い（
一
九
八
四
年
は

一
二
八
二
万
ト
ン
、
二
〇
一
二
年
は
四
八
六
万
ト
ン
）。
養
殖
業
の
生
産
量
も

ピ
ー
ク
の
一
三
〇
万
ト
ン（
一
九
八
八
年
）
か
ら
減
少
し
一
〇
四
万
ト
ン

（
二
〇
一
二
年
）
で
あ
る
（
図
２
）。
こ
の
よ
う
な
傾
向
は
主
要
先
進
国
で

は
見
ら
れ
な
い
。
い
ず
れ
の
国
も
、
漁
業
生
産
が
横
ば
い
か
増
加
、

養
殖
業
の
生
産
量
は
一
九
七
〇
年
代
か
ら
急
速
に
伸
び
出
し
、
現
在

で
は
漁
業
生
産
量
に
匹
敵
す
る
九
〇
〇
〇
万
ト
ン
に
達
し
て
い
る
。

漁
業
・
養
殖
業
の
生
産
量
は
合
計
一
・
八
億
ト
ン
だ
が
、
世
界
の
水

産
資
源
の
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト
が
過
剰
に
、
ま
た
五
七
パ
ー
セ
ン
ト
は

満
限
レ
ベ
ル
（
利
用
可
能
の
限
界
）
ま
で
漁
獲
さ
れ
て
お
り
、
資
源
状

態
は
年
々
悪
化
し
て
い
る
。

図1  世界の国別漁業生産量の推移（1950－2011年）

図2  日本の漁業・養殖業の生産量の推移
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養
殖
業
は
増
加
し
て
い
る
が
、
漁
業
と
養
殖
業
の
両
方
が
減
少
し
て

そ
の
傾
向
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
の
は
日
本
だ
け
で
あ
る
。
そ
の

減
少
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
中
で
も
、
日
本
が
突
出
し
て
い
る
。

３
．
日
本
離
島
の
水
産
業
も
衰
退

　

わ
が
国
の
離
島
は
、
内
海
離
島
と
外
海
離
島
と
も
水
産
資
源
の
宝

庫
で
あ
っ
た
。
い
ま
で
も
外
海
離
島
は
水
産
資
源
が
重
要
な
産
業
の

源
で
あ
る
。
四
方
を
海
に
囲
ま
れ
、
世
界
第
六
位
の
二
〇
〇
カ
イ
リ

排
他
的
経
済
水
域
面
積
の
約
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
離
島
の
経
済
水
域

が
占
め
る
。
離
島
は
、
岩
礁
地
帯
や
瀬
、
入
り
江
や
海
峡
な
ど
に
恵

ま
れ
、
魚
類
と
海
洋
生
物
資
源
の
生
息
に
適
し
た
自
然
が
豊
か
で
あ

り
、
そ
の
生
産
性
が
高
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
日
本
の
二
〇
〇
カ
イ
リ

内
漁
業
生
産
の
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
は
離
島
の
水
域
内
で
生
産
さ
れ
て

い
る
と
見
込
ま
れ
る
が
、
日
本
全
体
の
わ
ず
か
一
一
パ
ー
セ
ン
ト（
約

三
七
万
ト
ン
）
が
離
島
の
水
産
物
の
水
揚
量
（
日
本
離
島
セ
ン
タ
ー

『
２
０
１
２
離
島
統
計
年
報
』）
で
あ
り
、
し
か
も
減
少
傾
向
に
あ
る
。

４
．
新
潟
県
の
漁
業

　

新
潟
県
は
、
佐
渡
島
と
粟
島
の
有
人
二
島
を
擁
し
、
海
岸
線
は
総

延
長
六
三
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
に
及
ん
で
い
る
。
沖
合
に
は
天
然
礁
が

点
在
し
、
複
雑
な
漁
場
が
形
成
さ
れ
て
い
る
。
県
漁
業
は
遠
洋
・
沖

合
漁
業
の
衰
退
に
よ
り
、
近
年
は
定
置
網
、
小
型
底
引
き
網
、
刺
網
、

か
ご
漁
業
な
ど
の
沿
岸
漁
業
の
ウ
ェ
イ
ト
が
増
し
て
い
る
が
、
沿
岸

漁
業
も
衰
退
傾
向
に
あ
る
。

　

水
揚
量
の
推
移
を
み
る
と
、
遠
洋
・
沖
合
漁
業
の
漁
獲
増
に
伴
い
、

二
一
万
三
七
四
二
ト
ン
（
一
九
九
〇
年
）
を
記
録
し
た
が
、
そ
の
後
、

遠
洋
・
沖
合
漁
業
の
急
激
な
衰
退
に
よ
り
減
少
し
、
近
年
は

三
万
五
〇
〇
〇
ト
ン
前
後
で
推
移
し
て
い
る
。
沿
岸
漁
業
に
つ
い
て

は
、
四
万
六
二
一
七
ト

ン
（
一
九
七
七
年
）
を
ピ

ー
ク
に
漸
減
し
て
お
り
、

近
年
は
二
万
ト
ン
程
度

と
な
っ
て
い
る
（
図
３
）。

　

水
揚
金
額
に
つ
い

て
は
、
二
七
〇
億
円

（
一
九
八
二
年
）を
ピ
ー
ク

に
減
少
し
、
一
九
九
〇

年
頃
に
は
や
や
回
復
し

た
も
の
の
、
近
年
は

一
二
〇
億
円
程
度
ま
で

減
少
し
た
（
同
）。

　

沿
岸
漁
業
対
象
種
の

資
源
状
況
は
、
サ
ザ
エ

や
シ
ロ
ギ
ス
な
ど
漁
獲

量
の
減
少
が
著
し
い
魚

種
が
み
ら
れ
、
重
要
魚

図3  新潟県における漁獲量及び漁獲金額の推移（1969－2012年）
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出典：『農林水産統計表』より作成
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種
の
四
割
の
資
源
水
準
は
低
位
な
状
況
で
あ
り
、
漁
業
経
営
体
数
や

生
産
量
の
減
少
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
。

　

漁
業
就
業
者
数
も
中
核
的
漁
業
経
営
体
の
推
移
と
同
様
の
傾
向
を

示
し
て
お
り
、
一
九
七
八
年
に
は
約
六
五
〇
〇
人
を
超
え
て
い
た
が
、

二
〇
〇
八
年
に
は
約
三
二
〇
〇
人
に
ま
で
減
少
し
て
い
る
。
一
方
、

六
〇
歳
以
上
の
就
業
者
数
の
割
合
は
年
々
増
加
し
、
高
齢
化
と
後
継

者
の
不
足
が
深
刻
に
な
っ
て
い
る
。

５
．
佐
渡
の
漁
業

　

佐
渡
で
は
、
約
二
万
七
〇
〇
〇
ト
ン
（
一
九
八
二
年
）
の
漁
業
生
産

量
が
、
現
在
で
は
約
一
万
ト
ン
と
（
二
〇
一
二
年
）
と
四
〇
パ
ー
セ
ン

ト
を
下
回
る
ま
で
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
水
揚
金
額
も
、
約
八
〇
億

円
（
一
九
八
二
年
）
か
ら
約
三
六
億
円
（
二
〇
一
二
年
）
と
半
減
以
下
と

な
っ
て
い
る（
図
４
）。
漁
業
従
事
者
数
も
、
約
三
二
〇
〇
人（
一
九
八
三

年
）
か
ら
約
一
七
〇
〇
人
（
二
〇
〇
八
年
）
と
二
五
年
間
で
ほ
ぼ
半
減

し
て
い
る
。

　

こ
の
間
、
佐
渡
の
中
心
漁
業
も
イ
カ
釣
り
漁
業
か
ら
沿
岸
の
刺
網

漁
業
な
ど
に
移
行
し
て
い
る
。
ホ
ッ
コ
ク
ア
カ
エ
ビ（
ナ
ン
バ
ン
エ
ビ
）

漁
業
は
赤あ
か
ど
ま
り泊、

両り
ょ
う
つ津

と
姫ひ
め

津づ

に
根
拠
地
が
あ
り
、
か
ご
を
使
用
し
て

行
う
漁
業
で
あ
る
。
そ
の
他
に
定
置
網
漁
業
が
あ
り
、
夏
は
マ
グ
ロ
、

冬
は
ブ
リ
類
を
漁
獲
し
て
い
る
。

Ⅲ　

水
産
業
の
再
生
に
向
け
た
世
界
の
取
り
組
み

１
．
概 
要

　

水
産
資
源
管
理
の
先
進
国
と
い
わ
れ
る
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
オ

ラ
ン
ダ
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
な
ど
は
、
一
九
七
〇
年
代

か
ら
過
剰
漁
獲
と
資
源
の
悪
化
対
策
に
取
り
組
み
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

図4  佐渡島の漁獲量・漁獲金額の推移

1985 1990 1995 2000 2005 2010
※属地水揚の主な魚種：ブリ、アジ類、マグロ類、タラ類、ヒラメ・カレイ類、

イカ類、タコ類、カキ類、エビ類、サザエ、ナマコ類

30

25

20

15

10

5

0

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

漁

　獲

　量
（
千
ト
ン
）

漁 

獲 

金 

額
（
億
円
）

金額（海面漁業）

金額（海面養殖業）

漁獲量

出典：『離島統計年報』より作成



34

ア
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
も
、
過
剰
漁
船
の
削
減
と
資
源
の
回
復
の
対
策

を
積
極
的
に
講
じ
、
漁
業
を
活
力
あ
る
産
業
に
改
革
し
た
。

　

ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
漁
獲
割
当
譲
渡
が
漁
船
と
一
体
の
漁
船
割
当

（
Ｉ
Ｖ
Ｑ
）
が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
二
〇
以
上
の
漁
業
で
Ｉ
Ｔ
Ｑ

が
、
米
国
で
は
一
五
の
キ
ャ
ッ
チ
シ
ェ
ア
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
い
わ
ゆ

る
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
グ
ル
ー
プ
へ
の
割
当
て
を
含
む
）
が
導
入
さ
れ
、
ニ
ュ
ー
ジ

ー
ラ
ン
ド
で
は
約
六
〇
〇
種
に
対
し
て
国
家
レ
ベ
ル
、
海
域
レ
ベ
ル

で
、
科
学
的
根
拠
に
よ
り
漁
獲
総
量
を
決
定
し
た
う
え
で
、
個
々
の

漁
業
者
に
漁
獲
量
を
割
当
て
て
い
る
（
Ｉ
Ｔ
Ｑ
）。
オ
ラ
ン
ダ
で
は
Ｉ

Ｔ
Ｑ
の
導
入
に
合
わ
せ
て
市
場
で
の
Ｉ
Ｔ
化
（
漁
獲
の
日
時
・
位
置
と

品
質
）に
も
努
め
、
情
報
が
漁
獲
物
に
付
加
価
値
を
も
た
ら
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
は
、
漁
業
者
が
い
く
ら
漁
獲
し
た
か
の
モ
ニ

タ
ー
と
検
証
も
容
易
に
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｔ
Ｑ
を
導
入
し
た
ア
イ
ス
ラ

ン
ド
で
も
、
漁
場
か
ら
マ
ー
ケ
ッ
ト
に
搬
入
さ
れ
る
と
同
時
に
、
Ｉ

Ｔ
に
よ
り
情
報
が
欧
州
市
場
や
世
界
中
を
飛
び
回
り
、
各
国
か
ら
注

文
が
あ
る
。
ま
た
、
二
〇
〇
八
年
の
リ
ー
マ
ン
・
ブ
ラ
ザ
ー
ズ
社
の

経
営
破
綻
後
も
輸
出
が
好
調
で
、
経
済
が
活
況
を
呈
し
て
い
る
。
こ

れ
ら
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
導
入
に
よ
る
成
果
で
あ
る
。
日
本
で
は
Ｉ
Ｑ
／
Ｉ

Ｔ
Ｑ
の
導
入
が
ま
だ
緒
に
つ
い
た
ば
か
り
で
あ
る
。

２
．
漁
船
ご
と
の
割
当
て
の
ノ
ル
ウ
ェ
ー

　

ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
、
一
九
九
〇
年
代
初
頭
か
ら
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
方
式
の

変
形
で
あ
る
Ｉ
Ｖ
Ｑ
方
式
（
個
別
漁
船
漁
獲
割
当
方
式
：Individual 

V
essel Q

uota

）
を
採
用
し
て
い
る
。
漁
船
ご
と
に
割
当
て
量
を
定
め

る
方
法
で
、
漁
船
と
と
も
に
で
な
け
れ
ば
漁
獲
枠
の
移
譲
は
で
き
な

い
。
そ
し
て
、
漁
獲
枠
を
他
の
漁
業
者
か
ら
購
入
し
た
漁
業
者
に
は
、

購
入
し
た
漁
船
に
付
い
た
漁
獲
枠
は
一
隻
の
船
で
消
化
し
、
他
の
漁

船
を
ス
ク
ラ
ッ
プ
す
る
こ
と
を
国
策
と
し
て
奨
励
し
て
お
り
、
こ
れ

を
構
造
調
整
と
呼
ん
で
い
る
。
こ
れ
ら
の
制
度
を
合
わ
せ
て
、
Ｉ
Ｖ

図5  ノルウェーの漁船割り当ての仕組み

〈例〉2013 年のタラの割当量の配分会議

ノルウェーのTAC
444,440t 従来型

トロール
146,665t
33%

従来型
297,775t
67%

段階的許可グループ
233,682t
76.3%

オープングループ
28,300t

10.9%

12.8%

28m以上の
大型はえなわ船
38,145t

21～28m　44,431t

15～21m　62,899t

11m未満　64,587t

11～15m　61,765t割当はFDKが
大きく分配した
後、調節される
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Ｑ
と
呼
ん
で
い
る
（
図
５
）。

　

漁
船
数
を
見
る
と
、
一
九
九
六
年
は
一
万
隻
以
上
あ
っ
た
の
が
、

二
〇
一
〇
年
に
は
六
三
〇
〇
隻
に
減
り
、
漁
業
者
数
も
一
九
八
五   

年
は
二
万
五
〇
〇
〇
人
だ
っ
た
の
が
、
二
〇
一
〇
年
に
は
一
万 

二
〇
〇
〇
人
に
減
少
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
Ｉ
Ｖ
Ｑ
を
導
入
し
た
こ

と
で
漁
業
の
効
率
化
が
図
ら
れ
、
結
果
的
に
一
人
あ
た
り
の
漁
獲
量

が
上
昇
し
た
。

　

漁
業
就
業
者
の
年
齢
も
、
日
本
で
は
六
〇
歳
以
上
が
四
〇
パ
ー
セ

ン
ト
以
上
を
占
め
る
の
に
対
し
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
六
〇
歳
未
満
が

八
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
そ
の
う
ち
の
四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
は
三
九

歳
以
下
の
若
い
世
代
で
あ
る
。
沿
岸
漁
業
者
の
平
均
所
得
も
日
本
の

倍
以
上
あ
る
。
漁
船
は
ホ
テ
ル
並
み
に
快
適
で
、
操
業
時
の
安
全
性

も
高
い
の
で
、
漁
業
は
若
い
人
た
ち
に
と
っ
て
人
気
の
職
業
に
な
っ

て
い
る
。

　

ま
た
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
、
水
産
資
源
の
総
資
源
量
も
増
加
傾
向

に
あ
る
。
カ
ラ
フ
ト
シ
シ
ャ
モ
、
ニ
シ
ン
、
マ
サ
バ
な
ど
浮
魚
（
海

の
表
層
や
中
層
上
部
に
い
る
魚
）
の
産
卵
親
魚
量
は
、
一
九
八
五
年
か
ら

二
〇
一
二
年
に
か
け
て
右
肩
上
が
り
に
増
加
し
て
お
り
、
こ
の
傾
向

は
マ
ダ
ラ
、
オ
ヒ
ョ
ウ
な
ど
の
底
魚
（
海
底
近
く
に
す
む
魚
）
に
も
見

ら
れ
る
。

　

一
九
六
〇
年
代
か
ら
七
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
は
、
誰
で
も
自
由

に
漁
業
が
で
き
る
漁
獲
が
も
と
で
ニ
シ
ン
の
資
源
が
崩
壊
し
、
さ
ら

に
一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
九
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
は
過
剰
な
漁

獲
が
原
因
で
マ
ダ
ラ
の
資
源
も
崩
壊
し
た
。

　

深
刻
な
危
機
感
を
抱
い
た
ノ
ル
ウ
ェ
ー
政
府
と
漁
業
界
は
、
資
源

管
理
の
徹
底
を
図
り
、
業
界
の
再
編
も
検
討
し
た
。
そ
う
し
た
紆
余

曲
折
を
経
て
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
や
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
が
採
択
し
た

Ｉ
Ｔ
Ｑ
で
は
な
く
、
漁
業
地
域
に
配
慮
す
る
と
の
目
的
で
、
し
か
も

一
年
限
り
で
の
Ｉ
Ｖ
Ｑ
方
式
の
採
用
に
至
っ
た
。
漁
業
者
は
自
分
の

漁
獲
枠
が
他
人
か
ら
保
護
さ
れ
る
排
他
性
が
、
新
規
の
参
入
や
将
来

の
過
大
な
操
業
を
防
止
す
る
機
能
が
あ
る
こ
と
を
理
解
し
、
一
年
後

に
半
永
久
的
な
制
度
と
す
る
こ
と
に
合
意
し
て
定
着
し
た
。

　

現
在
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
、
水
産
物
の
加
工
や
流
通
シ
ス
テ
ム
の

近
代
化
も
進
ん
で
お
り
、
漁
船
か
ら
加
工
場
に
直
接
水
揚
げ
し
、
洋

上
で
電
子
取
引
に
よ
る
入
札
（
洋
上
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
）
も
行
わ
れ
て
い
る
。

３
．
近
代
的
な
漁
業
先
進
国
：
ア
イ
ス
ラ
ン
ド

　

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
は
、
世
界
で
い
ち
早
く
Ｉ
Ｔ
Ｑ
方
式
を
導
入
し
た

漁
業
先
進
国
の
一
つ
で
あ
る
。
同
国
の
水
産
業
（
漁
業
お
よ
び
水
産
加

工
業
）
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
の
一
割
以
上
に
の
ぼ
り
、
水
産

物
の
輸
出
は
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
る
。
国
家
の
財
政
を
支
え
る

重
要
産
業
で
あ
る
た
め
、
水
産
資
源
の
保
護
に
は
早
い
時
期
か
ら
取

り
組
ん
で
き
た
。
一
九
六
九
年
に
は
Ｔ
Ａ
Ｃ
（
総
漁
獲
許
容
量
）
制
度

を
導
入
し
、
一
九
七
〇
年
代
か
ら
八
〇
年
代
に
か
け
て
、
ニ
シ
ン
や

シ
シ
ャ
モ
な
ど
に
個
別
の
Ｉ
Ｑ
や
Ｉ
Ｔ
Ｑ
が
採
用
さ
れ
た
。
Ｉ
Ｑ
、

Ｉ
Ｔ
Ｑ
導
入
の
き
っ
か
け
は
、
一
九
七
〇
年
代
に
ニ
シ
ン
が
極
端
な
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不
漁
に
陥
っ
た
た
め
で
、
こ
の
資
源
回
復
を
目
指
し
た
の
で
あ
る
。

　

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
で
は
、
一
九
九
〇
年
に
新
た
な
漁
業
管
理
法
が
成

立
し
、
そ
の
翌
年
に
は
す
べ
て
の
漁
業
に
統
一
さ
れ
た
Ｉ
Ｔ
Ｑ
方
式

が
導
入
さ
れ
た
。

現
在
は
二
五
の
魚

種
が
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
対

象
に
な
っ
て
い
る
。

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
の

Ｉ
Ｔ
Ｑ
シ
ス
テ
ム

で
は
、
漁
業
者
が

過
去
の
実
績
に
応

じ
て
漁
獲
枠
の
配

分
を
受
け
る
。
一

度
配
分
さ
れ
た
漁

獲
枠
は
譲
渡
可
能

で
あ
る
が
、
寡
占

化
防
止
の
た
め
に

一
つ
の
会
社
が
集

積
で
き
る
Ｉ
Ｔ
Ｑ

は
全
体
の
二
〇
パ

ー
セ
ン
ト
ま
で
と

決
め
ら
れ
、
漁
獲

枠
が
不
足
し
た
際

な
ど
に
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
市
場
で
そ
の
売
買
が
行
わ
れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
当
初
小
型
の
沿
岸
漁
船
に
つ
い
て
は
Ｉ
Ｔ
Ｑ
適
用

除
外
を
設
け
た
た
め
に
、
こ
の
グ
ル
ー
プ
の
勢
力
が
拡
大
し
、
Ｉ
Ｔ

Ｑ
シ
ス
テ
ム
全
体
へ
の
悪
影
響
が
目
立
っ
た
。

　

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
の
漁
業
の
収
益
は
年
々
拡
大
し
、
二
〇
〇
八
年
の

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
は
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
ク
ロ
ー
ネ
が
切
り
下
げ

ら
れ
た
の
で
輸
出
が
好
調
で
、
さ
ら
に
収
益
が
向
上
し
た
（
図
６
）。

ま
た
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
の
価
格
の
高
騰
も
問
題
に
な
っ
た
た
め
、
い
っ
た
ん

漁
業
者
の
手
に
渡
っ
た
Ｉ
Ｔ
Ｑ
を
国
が
買
い
上
げ
、
再
び
払
い
下
げ

る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。

Ⅳ　

日
本
の
資
源
漁
業
管
理

１
．
概 

要

　

日
本
は
、
マ
イ
ワ
シ
や
ス
ケ
ト
ウ
ダ
ラ
な
ど
七
魚
種
に
対
し
て
Ｔ

Ａ
Ｃ
（
総
漁
獲
許
容
量
）
を
導
入
し
て
い
る
が
、
他
の
約
四
二
〇
種
の

商
業
種
に
は
総
量
の
規
制
を
導
入
し
て
い
な
い
。
従
っ
て
、
漁
獲
は

個
人
が
早
い
者
勝
ち
の
「
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
方
式
」
を
採
用
し
て
い
る
。

漁
業
の
規
則
は
、
基
本
的
に
長
年
の
漁
業
者
の
慣
行
と
漁
業
者
間
の

合
意
に
基
づ
く
も
の
を
制
度
化
し
て
い
る
。

　

Ｉ
Ｑ
（
個
別
割
当
）
方
式
は
、
Ｔ
Ａ
Ｃ
で
設
定
さ
れ
た
全
体
の
漁

獲
量
を
、
そ
れ
ぞ
れ
の
漁
業
者
に
割
当
て
る
方
法
で
あ
る
。
こ
の
方

法
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
他
人
の
漁
獲
行
動
に
左
右
さ
れ
な
い
こ
と
で
あ

る
。
し
か
も
、
漁
期
中
は
マ
イ
ペ
ー
ス
で
漁
獲
で
き
る
の
で
、
漁
獲

図6  アイスランドの漁業収益率の推移（1980－2010年）
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出典：Statistic Iceland より作成

粗利益率
税と減価償却後の純利益率
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競
争
に
費
や
す
労
力
が
減
り
、
コ
ス
ト
削
減
に
も
つ
な
が
る
。
さ
ら

に
、
市
場
の
動
向
を
に
ら
ん
で
、
高
値
で
売
れ
る
大
き
な
魚
を
選
ん

で
獲
る
こ
と
も
可
能
に
な
る
。

　

Ｉ
Ｑ
方
式
に
も
デ
メ
リ
ッ
ト
は
あ
る
。
各
漁
業
者
の
経
営
戦
略
に

合
わ
せ
て
融
通
を
利
か
せ
る
こ
と
が
難
し
い
こ
と
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
登
場
し
た
の
が
、
Ｉ
Ｔ
Ｑ
（
譲
渡
可
能
個
別
割
当
）
方
式
で

あ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
の
漁
獲
枠
を
、
業
者
同
士
で
貸
借
、
売
買
で
き
る

方
法
で
あ
る
。
日
本
で
も
最
近
は
よ
う
や
く
Ｉ
Ｑ
導
入
の
検
討
が
始

ま
っ
た
が
、
そ
れ
に
先
駆
け
た
の
が
新
潟
県
佐
渡
島
の
赤
泊
地
区
の

取
り
組
み
（
Ｉ
Ｑ
モ
デ
ル
事
業
）
で
あ
る
。

　
２
．
新
潟
県
で
の
Ｉ
Ｑ
の
取
り
組
み

①
経
緯
と
目
的

　

二
〇
〇
八
年
九
月
六
日
、「
第
二
八
回
豊
か
な
海
づ
く
り
大
会
」

が
新
潟
県
で
開
催
さ
れ
た
。
泉
田
裕
彦
知
事
は
こ
の
大
会
に
あ
た
り
、

「
資
源
の
問
題
に
つ
い
て
、
北
欧
を
見
る
と
安
定
的
な
漁
獲
量
を
確

保
し
、
個
別
の
漁
船
に
漁
獲
量
の
割
当
て
を
し
て
い
る
。
…
…
基
本

ル
ー
ル
を
変
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
う
す
れ
ば
、
資
源

を
確
保
し
た
う
え
で
、
価
格
と
所
得
を
上
げ
る
こ
と
に
つ
な
が
る
」

と
語
っ
た
。
こ
の
方
針
を
受
け
て
新
潟
県
で
は
、
資
源
の
悪
化
と
漁

業
の
衰
退
の
状
況
を
一
刻
も
早
く
改
善
す
る
こ
と
を
目
標
に
、
泉
田

知
事
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
も
と
で
、
資
源
の
回
復
を
目
指
し
て
立

ち
上
が
っ
た
。
二
〇
一
〇
年
七
月
か
ら
は
本
格
的
に
「
新
潟
県
新
資

源
管
理
制
度
導
入
検
討
委
員
会
」
を
設
置
し
、
そ
こ
で
漁
業
者
、
流

通
業
者
、
消
費
者
、
県
行
政
、
研
究
機
関
お
よ
び
学
識
経
験
者
が
新

潟
県
で
経
済
的
に
も
資
源
的
に
も
食
文
化
上
も
最
重
要
魚
種
の
一
つ

で
あ
る
ホ
ッ
コ
ク
ア
カ
エ
ビ
（
新
潟
県
で
は
ナ
ン
バ
ン
エ
ビ
と
呼
ば
れ
、

一
般
名
称
は
甘
え
び
で
あ
る
）
に
つ
い
て
幅
広
く
検
討
し
、
日
本
全
国

で
事
実
上
は
じ
め
て
個
別
漁
獲
割
当
制
度
（
Ｉ
Ｑ
）
の
導
入
を
提
言

し
た
。
こ
の
提
言
に
基
づ
き
、
二
〇
一
一
年
九
月
か
ら
佐
渡
の
赤
泊

地
区
で
「
Ｉ
Ｑ
導
入
モ
デ
ル
事
業
」
が
開
始
さ
れ
た
。

　

二
〇
一
二
年
八
月
か
ら
は
、
前
委
員
会
で
提
言
さ
れ
た
モ
デ
ル
事

業
の
実
施
状
況
の
モ
ニ
タ
ー
と
検
討
、
ま
た
、
未
実
施
部
分
の
レ
ビ

ュ
ー
を
目
的
に
新
た
に
「
新
潟
県
新
資
源
管
理
制
度
評
価
運
営
・
改

善
委
員
会
」
が
設
置
さ
れ
た
。
本
委
員
会
の
特
徴
は
、
上
記
の
目
的

の
ほ
か
に
「
市
場
・
経
営
分
科
会
」
を
設
置
し
、
水
産
資
源
の
管
理
、

漁
業
の
改
善
を
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
の
販
売
力
の
強
化
と
漁
業
経
営
の
内

容
ま
で
踏
み
込
み
、
適
切
な
レ
ベ
ル
の
投
資
と
経
費
の
必
要
金
額
を

検
討
分
析
し
、
そ
れ
ら
の
検
討
か
ら
生
じ
る
漁
業
の
諸
規
制
を
、
販

売
の
促
進
や
経
営
の
合
理
化
の
た
め
に
改
変
す
る
目
的
を
有
す
る
こ

と
で
あ
る
。

　

二
〇
一
四
年
九
月
か
ら
は
「
新
潟
県
新
資
源
管
理
制
度
総
合
評
価

委
員
会
」
と
し
て
、
Ｉ
Ｑ
導
入
・
実
施
事
業
の
拡
充
と
本
格
的
な
制

度
化
な
ど
の
検
討
を
中
心
に
新
た
な
段
階
に
入
っ
た
。
あ
わ
せ
て
、

マ
ー
ケ
ッ
ト
と
組
織
・
経
営
体
の
近
代
化
の
課
題
に
も
取
り
組
ん
で

い
る
。



38

②
佐
渡
島
・
赤
泊
地
区
の
モ
デ
ル
事
業

　

Ｉ
Ｑ
制
度
導
入
の
対
象
種
と
し
た
ホ
ッ
コ
ク
ア
カ
エ
ビ
は
、
新
潟

県
内
の
水
域
で
は
水
深
三
〇
〇
～
六
〇
〇
メ
ー
ト
ル
付
近
に
生
息
し

て
お
り
、
沖
合
底
引
き
網
、
沿
岸
で
の
小
型
底
引
き
網
、
お
よ
び「
え

び
か
ご
」
に
よ
る
漁
獲
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

え
び
か
ご
を
使
っ
た
漁
の
割
合
は
、
新
潟
県
で
は
佐
渡
を
中
心
に

五
割
程
度
で
あ
る
が
、
北
海
道
で
は
九
割
を
占
め
て
い
る
。

　

新
潟
県
内
で
の
ホ
ッ
コ
ク
ア
カ
エ
ビ
の
年
間
漁
獲
量
は
五
一
五
ト

ン（
二
〇
一
〇
年
）で
、
そ
の
内
訳
は
、
新
潟
地
区
で
一
六
八
ト
ン（
三
三

パ
ー
セ
ン
ト
）、
上
越
地
区
で
一
三
一
ト
ン
（
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
）、
佐
渡

エ
リ
ア
で
二
一
六
ト
ン
（
四
二
パ
ー
セ
ン
ト
）
で
あ
っ
た
（
な
お
、
現
在

の
年
間
漁
獲
量
は
、
先
述
の
よ
う
に
三
八
六
ト
ン
ま
で
減
少
し
て
い
る
）。

　

委
員
会
で
は
、
直
近
五
年
間
の
漁
獲
量
の
平
均
の
数
値
を
生
物
学

的
漁
獲
許
容
量
（
Ａ
Ｂ
Ｃ
：A

llow
able Biological Catch

）
と
し
た
。

そ
し
て
、
そ
れ
に
一
以
下
の
数
値
を
乗
じ
て
Ｔ
Ａ
Ｃ（
総
漁
獲
可
能
量
）

と
し
た
。
Ｉ
Ｑ
（
個
別
割
当
）
の
設
定
は
、
過
去
五
カ
年
間
の
各
漁

業
者
の
漁
獲
実
績
に
も
と
づ
い
て
、
地
区
別
Ｔ
Ａ
Ｃ
に
対
す
る
割
合

を
算
出
し
、
そ
れ
を
個
別
の
漁
業
者
に
振
り
分
け
た
。
資
源
回
復
と

と
も
に
Ｔ
Ａ
Ｃ
が
増
加
す
れ
ば
、
Ｉ
Ｑ
も

増
加
す
る
こ
と
に
な
る
。
逆
に
減
少
す
れ

ば
Ｉ
Ｑ
も
減
少
す
る
。

　

新
潟
県
で
は
、
二
〇
一
一
年
九
月
か
ら

佐
渡
の
赤
泊
地
区
の
え
び
か
ご
漁
業
を
対

象
に
、
Ｉ
Ｑ
制
度
の
モ
デ
ル
事
業
（
新
資

源
管
理
制
度
モ
デ
ル
事
業
）を
実
施
し
て
い
る
。

期
間
は
二
〇
一
六
年
八
月
ま
で
の
五
年
間

で
、
赤
泊
地
区
の
四
つ
の
経
営
体
を
対
象

と
し
て
い
る
。
地
区
Ｔ
Ａ
Ｃ
は
、
過
去
五

年
間
の
漁
獲
量
か
ら
算
出
し
た
基
準
漁
獲

量
の
九
八
パ
ー
セ
ン
ト
（
一
一
四
・
七
ト
ン
）

と
し
、
そ
こ
か
ら
各
漁
業
者
の
実
績
に
基

づ
い
て
Ｉ
Ｑ
を
分
配
し
た
（
表
１
）。

図7  佐渡島・赤泊えびかご漁業漁場

表1  新潟県「新資源管理制度モデル事業」の概要

実施漁業者

実施期間

地区TAC

IQ

IQ枠の譲渡

佐渡島　赤泊の前浜地区4経営体

2011年9月～2016年8月（5年間）

114.7t（基準漁獲量の98％、4年目以降は資源
状況を再度評価した上で新たなTACを設定する）

過去5カ年の漁獲実績に応じて百分比で配分。
これをTACに乗じて決定

消化する見込みのないIQ枠は無償で他の経営者
に譲渡可能

項  目 内　　容

両津
姫津

赤泊

A

B

※A線とB線で囲われた佐
渡海峡内のえびかご漁業
許可区域のうち、斜線で
図示した漁場区域
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Ｉ
Ｑ
制
度
の
厳
格
な
実
施
の
た
め
に
、
漁
獲
の
報
告
と
モ
ニ
タ
ー

の
方
法
も
定
め
て
い
る
。
二
〇
一
三
年
度
は
、
操
業
延
べ
日
数
の

三
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
あ
た
る
期
間
を
取
り
締
ま
り
の
対
象
と
し
、
え

び
か
ご
漁
船
か
ら
水
揚
げ
し
た
漁
獲
物
を
箱
詰
め
す
る
時
点
で
、
県

職
員
が
目
で
確
認
す
る
と
い
う
モ
ニ
タ
ー
調
査
を
実
施
し
た
。

　

モ
デ
ル
事
業
の
実
施
に
あ
た
り
、
赤
泊
地
区
で
は
、
そ
れ
ま
で
禁

漁
期
間
だ
っ
た
夏
場
（
七
月
一
日
か
ら
八
月
一
五
日
ま
で
）
の
操
業
も
可

能
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
、
Ｉ
Ｑ
制
度
の
導
入
に
よ
る
漁
獲
量
の
上
限

規
制
に
加
え
、
他
地
区
他
業
種
と
の
漁
場
の
競
合
が
な
く
、
関
係
漁

業
者
と
の
調
整
が
つ
い
た
た
め
で
あ
る
。

　

赤
泊
地
区
で
は
、
二
隻
を
一
隻
に
集
約
化
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
漁

業
者
の
代
船
の
建
造
が
よ
り
安
く
な
り
、
不
必
要
な
経
費
の
削
減
が

可
能
と
な
っ
た
。
ま
た
、
大
型
の
エ
ビ
の
割
合
が
二
〇
一
一
年
度
の

四
〇
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
二
〇
一
二
年
度
は
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
、

二
〇
一
三
年
度
は
七
〇
パ
ー
セ
ン
ト
に
増
え
、
資
源
の
質
の
回
復
の

成
果
も
見
え
る
。

③
Ｉ
Ｑ
導
入
の
評
価

　

禁
漁
期
間
で
あ
っ
た
夏
場
の
操
業
も
可
能
と
な
っ
た
。
こ
の
間
、

二
〇
一
二
年
で
は
大
サ
イ
ズ
で
一
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト
、
中
サ
イ
ズ
で

一
二
八
パ
ー
セ
ン
ト
の
単
価
上
昇
が
見
ら
れ
た
。
二
〇
一
三
年
の
夏

場
は
昨
年
ほ
ど
の
価
格
の
上
昇
は
見
ら
れ
な
い
が
、
大
型
エ
ビ
で

一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
、
中
型
で
一
四
パ
ー
セ
ン
ト
上
昇
し
、
こ
れ
ま
で

は
見
ら
れ
な
か
っ
た
小
と
さ
ら
に
小
型
の
小
小
の
エ
ビ
で
も
価
格
の

上
昇
が
み
ら
れ
た
（
図
８
）。

　

ま
た
、
大
型
の
エ
ビ
の
比
率
が
二
〇
一
二
年
の
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト

図8  ホッコクアカエビのサイズ別の価格上昇  夏場とその他の期間の比較

・2013漁期の大・中サイズの単価上昇率は10～14％で、2011・2012漁期より低かった。
・2013漁期の小・小小サイズの単価上昇率は14～17％で、マイナスだった 2011・2012漁期からプラスに転じた。

大 中 小 小小
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か
ら
、
二
〇
一
三
年
は
七
〇
パ
ー
セ
ン
ト
に
増
加
し
た
（
図
９
）。
こ

の
こ
と
か
ら
漁
業
者
の
収
入
も
増
加
し
て
い
る
。

　

し
か
し
、
こ
れ
が
具
体
的
に
資
源
の
増
加
や
経
営
状
況
の
改
善
に

結
び
つ
い
た
か
ど
う
か
の
検
証
は
、
今
後
の
資
源
デ
ー
タ
や
財
務
諸

表
・
損
益
計
算
書
な
ど
の
経
年
的
デ
ー
タ
の
蓄
積
を
待
っ
て
検
討
す

る
必
要
が
あ
る
。
一
方
、
支
出
と
投
資
の
削
減
に
関
し
て
、
二
隻
の

漁
船
を
保
有
し
て
約
二
〇
〇
〇
か
ご
を
保
有
す
る
経
営
体
に
つ
い
て
、

Ｉ
Ｑ
制
度
を
担
保
と
し
て
か
ご
数
の
上
限
を
緩
和
し
た
こ
と
か
ら
、

漁
船
を
一
隻
に
集
約
す
る
こ
と
に
よ
り
漁
船
へ
の
投
資
を
削
減
す
る

こ
と
を
可
能
と
し
た
。
こ
の
よ
う
に
漁
獲
量
が
経
営
体
ご
と
に
決
定

さ
れ
る
と
、
そ
れ
に
見
合
っ
た
投
資
の
削
減
が
可
能
と
な
る
。

　

Ｉ
Ｑ
導
入
と
と
も
に
、
資
源
の
回
復
策
や
経
営
の
近
代
化
と
合
理

化
の
検
討
も
な
さ
れ
て
い
る
。
漁
業
者
の
関
心
は
後
継
者
の
確
保
・

参
入
で
あ
り
、
経
営
が
継
続
で
き
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
の
方

策
と
し
て
、
経
営
組
織
の
株
式
会
社
や
漁
業
合
同
会
社
（
Ｌ
Ｌ
Ｃ
）

な
ど
法
人
化
と
経
営
体
の
統
合
な
ど
、
永
続
的
で
透
明
性
の
あ
る
組

織
づ
く
り
も
委
員
会
の
助
言
を
得
な
が
ら
検
討
中
で
あ
る
。

④
Ｉ
Ｑ
導
入
と
佐
渡
島
で
の
影
響

　

上
述
の
よ
う
な
影
響
の
ほ
か
に
、
二
〇
一
四
年
一
一
月
二
六
日
に

開
催
さ
れ
た
「
新
潟
県
新
漁
業
管
理
制
度
総
合
評
価
委
員
会
」
で
は
、

モ
デ
ル
地
区
以
外
の
佐
渡
島
の
両
津
と
姫
津
の
二
地
区
で
よ
う
や
く

Ｔ
Ａ
Ｃ
と
Ｉ
Ｑ
の
設
定
が
合
意
さ
れ
た
。
ま
た
、
両
津
地
区
と
漁
場

を
同
一
に
し
て
、
資
源
の
管
理
上
、
多
大
な
影
響
が
あ
る
新
潟
市
を

操
業
の
根
拠
地
と
す
る
沖
合
底
引
き
網
漁
船
に
も
Ｔ
Ａ
Ｃ
を
設
定
し
、

そ
の
数
値
を
提
示
す
る
こ
と
が
出
来
た
。
こ
れ
ら
は
ま
だ
試
験
的
な

導
入
段
階
で
あ
る
が
、
佐
渡
全
島
に
ホ
ッ
コ
ク
ア
カ
エ
ビ
の
Ｔ
Ａ
Ｃ

と
Ｉ
Ｑ
が
設
定
さ
れ
た
こ
と
は
、
赤
泊
地
区
で
の
Ｉ
Ｑ
が
夏
場
の
操

業
な
ど
で
成
果
を
生
じ
た
こ
と
が
影
響
し
た
も
の
と
見
ら
れ
る
（
表

２
）。

Ⅴ　

今
後
の
方
向
性
と
離
島
へ
の
波
及

　

二
〇
一
四
年
の
三
月
か
ら
七
月
に
か
け
て
、
水
産
庁
が
「
資
源
管

理
の
あ
り
方
検
討
会
」
を
開
催
し
、
Ｉ
Ｑ
の
導
入
に
つ
い
て
検
討
し

図9  サイズ別のホッコクアカエビ漁獲量と金額の推移

〈9～6月サイズ別漁獲量〉 〈9～6月サイズ別漁獲金額〉
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た
。
そ
の
検
討
の
結
果
、
マ
サ
バ
を
対
象
と
す
る
北
部
巻
き
網
で
一

部
の
漁
船
に
試
験
的
に
Ｉ
Ｑ
の
導
入
実
験
を
す
る
こ
と
が
決
ま
っ
た

と
報
じ
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
は
、
ま
だ
参
加
漁
船
が
対
象
資
源
を
漁
獲

す
る
一
部
し
か
参
加
し
な
い
な
ど
、
北
欧
諸
国
の
Ｉ
Ｑ
と
比
べ
内
容

に
大
き
な
差
が
見
ら
れ
る
が
、
新
潟
県
で
の
Ｉ
Ｑ
の
取
り
組
み
が
中

央
の
Ｉ
Ｑ
の
検
討
の
進
展
に
影
響
を
及
ぼ
し
た
と
解
さ
れ
る
。

　

今
後
、
新
潟
県
は
Ｉ
Ｑ
の
本
格
的
実
施
に
向
け
た
制
度
化
な
ど
を

目
標
と
し
て
お
り
、
さ
ら
に
新
潟
県
内
に
限
ら
ず
、
日
本
の
各
地
へ

の
Ｉ
Ｑ
導
入
の
参
考
と
な
り
、
波
及
す
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。
こ

の
点
は
泉
田
新
潟
県
知
事
も
大
い
に
期
待
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
、

水
産
業
が
最
重
要
な
産
業
で
あ
る
外
海
離
島
の
代
表
・
佐
渡
島
で
Ｉ

Ｑ
の
事
業
が
進
展
を
見
せ
、
成
果
を
出
し
て
お
り
、
こ
の
モ
デ
ル
と

拡
大
波
及
事
例
が
他
の
離
島
の
水
産
業
の
振
興
策
の
参
考
と
な
る
こ

と
を
期
待
し
た
い
。�
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表2  新潟県におけるTACと個別漁業者への漁獲枠の配分状況

※モデル事業と同様に、2004～2008の5年間の漁獲実績の5中3平均がベース値
※姫津地区留保枠には、姫津・高千地区板びき網漁獲分を含む
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